
定款変更認可申請書 

 

定款変更認可申請書の添付書類 

（作成上の注意） 

書類は、申請書及び添付書類ともに各２部作成すること。 

※記載の添付書類の他、必要に応じて書類の提出を求める場合がありますので、予めご

了承ください。 

 

必ず添付する書類 

No. 書類名 説明 

１ 新定款  

２ 評議員会の議事録 定款変更について諮ったもの 写し 

 

申請内容により添付が必要な書類 

Ａ 目的（第１条）を変更する場合 

No. 書類名 説明 

３ 
目的（第１条）を変更する具体的理

由書 
任意様式 

 

Ｂ 事業変更 

Ｂ－１ 事業廃止 

No. 書類名 説明 

４ 事業廃止に係る具体的理由書 任意様式 

５ 事業廃止認可書（届出受理書） 写し 

６ 財産目録 前年度末日における財産目録 

７ 廃止事業用財産目録 廃止事業に係る財産目録 

８ 

上記「７廃止事業用財産目録」記載

不動産に係る登記事項証明書（登記

簿謄本） 

原本又は写し 

９ 
上記「７廃止事業用財産目録」記載

固定資産物品の一覧  

１０ 
上記「７廃止事業用財産目録」記載

現金の残高証明書 

原本又は写し 

申請時直近のもので、複数ある場合は

証明現在日が同日のもの 



１１ 
上記「７廃止事業用財産目録」記載

現金の保有証明書 
 

１２ 
上記「７廃止事業用財産目録」記載

有価証券の保有証明書 
原本又は写し 

１３ 
上記「７廃止事業用財産目録」記載

財産の使途及び処分方法説明書 
任意様式 

 

Ｂ－２ 事業追加 

No. 書類名 説明 

１４ 理事会の議事録 事業追加について諮ったもの 写し 

１５ 財産目録 前年度末日における財産目録 

１６ 追加事業用財産目録 追加事業に係る財産目録 

１７ 

上記「１６追加事業用財産目録」記

載不動産の登記事項証明書（登記簿

謄本） 

原本又は写し 

１８ 
上記「１７不動産」にかかる評価鑑

定書等（請負契約書・売買契約書） 
原本又は写し 

１９ 
上記「１６追加事業用財産目録」記

載固定資産物品の明細書  

２０ 
上記「１６追加事業用財産目録」記

載現金の残高証明書 

原本又は写し 

申請時直近のもので、複数ある場合は

証明現在日が同日のもの 

２１ 
上記「１６追加事業用財産目録」記

載有価証券の保有証明書 
原本又は写し 

２２ 
上記「１６追加事業用財産目録」記

載現金の贈与契約書 
写し 

２３ 

上記「２２贈与者」にかかる身分証

明書、登記されていないことの証明

書及び印鑑登録証明書 

原本又は写し 

２４ 当該事業の第１年度収支予算書  

２５ 当該事業の第１年度事業計画書  

２６ 当該事業の第２年度収支予算書  

２７ 当該事業の第２年度事業計画書  

２８ 

当該事業に係る事業者指定書、事業

の委託契約書、補助金の交付通知書

及び補助要綱、施設の設置認可書 

写し 

２９ 当該事業に係る職員名簿  

３０ 
施設長（管理者）就任承諾書、施設

長（管理者）予定者の履歴書 
写し 

３１ 室種別面積表  

３２ 
図 面 （ 附 近 見 取 図 、 配 置 図 、 平 面

図、立面図）  



３３ 
地上権設定契約書又は土地賃貸借契

約書 
写し 

３４ 
地上権設定登記又は借地権設定登記

の誓約書 
 

３５ 

上記「３４」権利設定対象物件に係

る 土 地 登 記 事 項 証 明 書 （ 登 記 簿 謄

本） 

原本又は写し 

 

３６ 

上記「１６追加事業用財産目録」及

び「３３」記載の不動産所有者が法

人である場合 

ア  法人登記事項証明書（登記簿謄

本） 

イ 法人規則（定款） 

ウ  法人規則及び法律等に定める手

続証明書類(議事録・公告等) 

ア 原本又は写し 

イ 写し 

ウ 写し 

 

Ｂ－２－イ  追加事業に係る建物を建築する場合、以下の書類を添付 

No. 書類名 説明 

３７ 建物概要書（構造・面積等）  

３８ 建設計画書  

３９ 法人名義所有権保存登記誓約書  

４０ 補助金（交付金）交付書又は内示書 写し 

４１ 借入金貸付内定通知書又は申込書 写し 

４２ 借入金償還計画書  

４３ 
借入金償還財源に充てる償還金贈与

契約書 
写し 

４４ 
上記「４３」に係る贈与者の所得証

明書 
原本又は写し 

４５ 
上記「４３」に係る贈与者の資産証

明書 
原本又は写し 

４６ 

上記「４３」に係る贈与者の身分証

明書、登記されていないことの証明

書及び印鑑登録証明書 

原本又は写し 

４７ 

自己資金を法人が償還財源とする場

合  

ア 償還財源説明書  

イ 当該年度収支予算書  

ウ 前年度収支決算書  

 

４８ 

上 記 「 ４ ３ 」 に 係 る 贈 与 者 が 法 人

（又は任意団体）である場合  

ア  法人登記事項証明書（登記簿

謄本） 

イ  寄附意思を表示する役員会議

事録等 

ウ 過去２年度間の収支決算書 

 

ア 原本又は写し 

イ 写し 



※４３から４８での書類について 

「４１」で独立行政法人福祉医療機構の貸付内定通知書の写しがある場合は省略可と

する 

４９ 自己資金残高証明書 

原本又は写し 

申請時直近のもので、複数ある場合は

証明現在日が同日のもの 

５０ 贈与金贈与契約書 写し 

５１ 

上記「５０」に係る贈与者の身分証

明書、登記されていないことの証明

書及び印鑑登録証明書 

原本又は写し 

５２ 
上記「５０」の贈与契約により受入

れた法人名義残高証明書 

原本又は写し 

申請時直近のもので、複数ある場合は

証明日が同日のもの 

５３ 建物建設請負契約書 写し 

５４ 設計監理業務委託契約書 写し 

５５ 購入予定固定資産物品明細書  

５６ 業者への支払済代金受領書 写し 

 

Ｃ 役員・評議員定数変更 

No. 書類名 説明 

５７ 増員理由書又は減員理由書 任意様式 

５８ 役員・評議員名簿  

５９ 辞任予定者の辞任内諾書 写し 減員人数分必要 

 

Ｄ 基本財産減（国庫補助等による老朽社会福祉施設改築の場合） 

No. 書類名 説明 

６０ 財産目録  

６１ 基本財産処分理由書 任意様式 

６２ 
処分対象物件の登記事項証明書（登

記簿謄本） 
原本又は写し 

６３ 処分対象物件の評価鑑定書等 写し 

６４ 売却金の使途等の説明書 任意様式 

６５ 代替物件の建設計画及び関係書類  

６６ 代替物件の資金計画書及び関係書類  

６７ 代替物件建設中の事業継続関係書類  

 


